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１．令和２（2020）年度決算状況等について
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（注）
１．文中及び各表中の金額は、原則として単位未満を四捨五入して表示していることから、合計額と内訳の計が一致しない場合があります。
２．文中及び各表中の比率は、原則として小数点以下第２位を四捨五入し、第１位まで表示していることから、構成比（％）の合計（100％）と

内訳（％）の計が一致しない場合があります。



（１）歳入歳出決算について

会 計 名 歳入 歳出 差引額
翌 年 度

繰越財源
実質収支

単年度

収 支

実質単年度
収 支

普
通
会
計

一 般 会 計 72,476,845 72,048,915 427,930 77,721 350,209 168,897 352,114

都 市 開 発 資 金 402 402 0 0 0 0 0

公 共 用 地 先 行

取 得 事 業
76,800 76,800 0 0 0 0 0

特
別
会
計

国民健康保険事業 14,541,692 14,531,953 9,739 0 9,739 310,334 310,334

後 期 高 齢 者

医 療 事 業
1,846,594 1,755,189 91,405 0 91,405 4,332 4,332

合 計 88,942,333 88,413,259 529,074 77,721 451,353 483,563 666,780

単位：千円

○ 一般会計
財政調整基金を取り崩すことなく、実質収支は3億5,020万9千円の黒字、単年度収支で1億6,889万7千円の黒字とな

りました。
○ 国民健康保険事業特別会計
実質収支が973万9千円の黒字となり、単年度収支では、３億1,033万4千円の黒字となりました。

さらに平成18年度末時点で58億5,451万円あった累積赤字の解消に至った。

○ 後期高齢者医療事業特別会計
実質収支が9,140万5千円の黒字となり、単年度収支でも、433万2千円の黒字となりました。
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＜令和２年度＞



（参考）前年度 歳入歳出決算について
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単位：千円

【普 通 会 計】他団体と比較分析するため、地方財政統計上統一的に用いる会計区分

【翌年度繰越財源】翌年度に繰越した事業に充てるべき財源

【実 質 収 支】歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を控除したもの

【単 年 度 収 支】当該年度の決算による実質収支から前年度の実質収支を差し引いたもの

【実質単年度収支】単年度収支から実質的な黒字要素（基金への積立など）や赤字要素（基金からの取崩しなど）を控除したもの

用語解説

会 計 名 歳入 歳出 差引額
翌 年 度

繰越財源
実質収支

単年度

収 支

実質単年度
収 支

普
通
会
計

一 般 会 計 56,390,418 56,195,514 194,904 13,592 181,312 180,180 190,317

都 市 開 発 資 金 543 543 0 0 0 0 0

公 共 用 地 先 行

取 得 事 業
115,326 115,326 0 0 0 0 0

特
別
会
計

国民健康保険事業 14,767,305 15,067,900 ▲300,595 0 ▲300,595 354,981 354,981

後 期 高 齢 者

医 療 事 業
1,709,692 1,622,619 87,073 0 87,073 1,117 1,117

合 計 72,983,284 73,001,902 ▲18,618 13,592 ▲32,210 536,278 ▲546,415

＜令和元年度＞



歳入の推移

（２－１）普通会計の歳入について
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歳入の内訳

・歳入は市税などの「自主財源」と、国庫支出金などの「依存財源」に分けることができます。自主財源が多いほど、行政活動の
自主性と安定性を確保できるため、自主財源の確保に努める必要があります。

・新型コロナウイルス対策に伴う国庫支出金、市営住宅の建替えに伴う
市債の発行等により、歳入全体では前年度より約160億8722万円の大
幅な増額となりました。

・歳入の構成比では、市税収入が全体の約25.4％を占めております。
自主的な行政活動と安定的な財政運営を行うにあたり、引き続き
市税収入等の自主財源の確保に努める必要があります。

特徴

【自 主 財 源】市税や施設の使用料など、自主的に収入する財源 【依 存 財 源】国や大阪府などから交付される財源

【諸 収 入】特定の歳入のための科目ではなく、他の科目に含まれないもの 【国庫(府)支出金】国（府）から特定の事業のために交付されるお金

【繰 入 金】一般会計や特別会計の会計間における現金移動や基金からの取崩し 【地 方 交 付 税】地方団体間の財源不均衡を調整するために交付されるお金

【分担金及び負担金】事業により利益を受ける者から、受益の程度に応じて徴収するお金 【市 債】公共施設などを建設する際に借り入れるお金
市が実施する事業の費用について、法律の規定等により徴収するお金 【譲与税及び交付金】いったん国税や府税として徴収し、配分されるお金

【繰 越 金】決算の結果、前年度から繰り越しとなったもの

用語解説

54,718,358 
51,402,125 51,401,064 55,688,279 

71,770,214 

50,000,000

55,000,000

60,000,000

65,000,000

70,000,000

75,000,000

H28
2016

H29
2017

H30
2018

R1
2019

R2
2020

自主財源

39.6%

【40.7％】依存財源

60.4%

【59.3％】

市税

18,229,782 

25.4%

使用料及び手数料

1,104,810 

1.5%

諸収入

697,980 

1.0%

繰入金

268,938 

0.4%

財産収入

537,785 

0.7%

分担金及び負担金

113,698 

0.2%

寄附金

409,551 

0.6%

繰越金

194,905 

0.3%

国庫支出金

30,825,079 

43.0%

地方交付税

6,539,891 

9.1%

府支出金

4,581,171 

6.4%

市債

4,860,729 

6.8%

譲与税及び交付金

3,405,895 

4.6%

（単位：千円）

（単位：千円）



（２-２）歳入の特徴について

令和２年度
（2020年度）

令和元年度
（2019年度）

差引額 主な増減項目（増減額）

市 税 18,229,782 19,000,049 ▲770,267 減少 法人市民税 ▲764,273 市たばこ税 ▲28,727

地方交付税 6,539,891 6,952,578 ▲412,687 減少 普通交付税 ▲421,734

地方消費税
交 付 金

2,746,742 2,269,679 477,063 増加 社会保障財源分 496,144

国庫支出金 30,825,079 14,892,852 15,932,227

増加
特別定額給付金給付事業費補助金 12,073,300
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 1,527,094
地域居住機能再生推進事業補助金 1,226,016

減少
生活保護費等負担金 ▲214,227
児童扶養手当負担金 ▲81,803

府 支 出 金 4,581,171 4,100,387 480,784
増加

延焼遮断帯促進業務委託金 222,822
子どものための教育・保育給付費負担金 111,759
住宅市街地総合整備事業費補助金 65,107

減少 安心こども基金特別対策事業費補助金 ▲76,023

繰 入 金 268,938 728,117 ▲459,179 減少 文化芸術振興基金繰入金 ▲437,093

市 債 4,860,729 4,855,558 5,171
増加

公営住宅建設事業債 1,241,000
防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 288,700
減収補てん債 153,900

減少 臨時財政対策債 ▲226,529

単位：千円
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歳出の推移

（３－１）普通会計の歳出について
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歳出の内訳

・地方公共団体の経費は、その経済的性質を基準として、人件費や物件費などの性質別に分類することができます。
性質別に分類することで、財政の体質を知ることができ、財政運営の指針の参考となります。

・特別定額給付金給付事業や市営住宅の建替え工事などにより、歳出全
体で前年度より約158億4,900万円の大幅な増額となりました。

・歳出の構成比では、扶助費が全体の約29.6％となっており、その内、
生活保護費の割合が大きく、約102億5,109万円で約５割を占めてお
ります。引き続き、生活扶助及び医療扶助の適正実施に取り組み、
扶助費の抑制に努める必要があります。

特徴

【扶助費】生活困窮者や高齢者などに対して生活を維持するために支払う経費 【維 持 補 修 補】市が管理する公共施設等を保全し維持するための経費

【人件費】職員の給料や退職金などの経費 【補 助 費 等】他の地方公共団体や法人等に対する負担金や補助金などの経費

【公債費】市が借り入れた地方債の元利償還金などの経費 【投資及び出資金】公営企業会計や民間企業等への出資金や出捐金などの経費

【物件費】消耗品費や機械器具等の備品購入費などの経費 【普通建設事業費】道路、公園、学校などの公共施設等を建設するための経費

【繰出金】国民健康保険事業会計などの特別会計に支払う経費 【災害復旧事業費】災害によって被害を受けた施設等を原形復旧するための経費

用語解説

（単位：千円）

義務的経費

45.6 ％その他の経費

44.2 ％

投資的経費

10.2 ％

扶助費

21,091,983 

29.6％

人件費

7,193,919 

10.1％

公債費

4,231,640 

5.9％

物件費

7,263,607 

10.2％

繰出金

5,531,678 

7.8％

補助費等

17,615,590 

24.7％

維持補修費

242,174 

0.3％

投資及び出資金・貸付金

5,000 

0.0％

積立金

883,448 

1.2％
普通建設事業費

7,281,398 

10.2％

災害復旧事業費1,847 

0.0.％

54,621,945 

51,393,556 51,367,015 55,493,375 

71,342,284 

50,000,000

55,000,000

60,000,000

65,000,000

70,000,000

75,000,000

H28
2016

H29
2017

H30
2018

R1
2019

R2
2020

（単位：千円）



（３-２）歳出の特徴について

令和２年度
（2020年度）

令和元年度
（2019年度）

差引額 主な増減項目（増減額）

人 件 費 7,193,919 6,825,295 368,624 増加 退職手当 22,555

扶 助 費 21,091,983 21,035,558 56,425

増加
施設型給付費 337,106
障がい者等支援給付費（介護給付・訓練等給付） 130,376
ひとり親世帯臨時特別給付金 280,240

減少
児童扶養手当費▲239,983
生活保護法の規定による扶助費 ▲149,846

公 債 費 4,231,640 4,187,610 44,030 増加 新規発行した市債の元金償還が開始

物 件 費 7,263,607 6,006,200 1,257,407

増加
ＧＩＧＡスクール構想推進事業 563,968
ふるさと納税推進事業 139,853
特別定額給付金給付事業 109,447

減少
し尿処理施設運営管理事業 ▲46,319
プレミアム付商品券発行事業 ▲41,748
市営住宅維持管理事業 ▲39,312

補 助 費 等 17,615,590 5,487,172 12,128,418
増加

特別定額給付金 12,073,300
休業要請支援金（府・市町村共同支援金）負担金 152,000

減少 私立幼稚園就園奨励費補助金 ▲82,884

普 通 建 設
事 業 費 7,281,398 5,902,274 2,436,266

増加
市営住宅維持管理事業 2,481,643
住宅市街地総合整備事業費 725,209

減少 市民文化会館及び市民交流会館運営事業 ▲1,871,770

単位：千円
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（４）実施した主な事業について

病気や病気回復期の児童で、保護者の就労等の理由により、保護者が保育できない場
合に、医療機関等に付設された専用スペース等で児童を一時的に預かる事業者に対し
て、補助金を交付し、子育てと就労の両立支援を実施しています。
令和２年度は、新たに病児保育施設を整備する事業者に対して、整備に係る費用の補

助を実施しました。

10

新たな病児・病後児保育施設の整備

子どもたち一人ひとりに応じた個別最適化学習にふさわしい環境を速やかに整備するた
め、学校における高速大容量のネットワーク環境（校内LAN）の整備を行うとともに、全
学年の児童生徒一人ひとりがそれぞれ端末を持ち、十分に活用できる環境を整備しまし
た。（GIGAスクール構想推進事業）

小中学校に１人１台の児童・生徒専用端末を整備

災害に強い安全・安心なまちづくり

地震時等に著しく危険な密集市街地において、道路や公園等の整備、延焼遮断空間の確保、耐火建築物等の建替え促
進、老朽した木造住宅等の除却・建替え促進等を実施し、地域の防災力を向上させ、安全・安心なまちづくりを進めて
います。

・ 小中学校のトイレ改修・・・５億3,632万円
・ 防犯対策事業・・・3,293万円
・ 公民連携子どもの居場所事業（子どもLOBBY）・・・529万円
・ 女性雇用環境整備補助事業・・・386万円

その他の実施事業

事業費：７億163万円

事業費： ８億9,575万円

事業費：2,887万円



（５）特別会計の特徴について
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歳入 歳出 差引額 実質収支
単年度
収支

14,541,692

（▲225,613）

14,531,953

（▲535,947）

9,739
（310,334）

9,739
（310,334）

310,334
（44,650）

・令和２年度の単年度収支は、保険給付費が減少したことや、
新型コロナウイルス感染症対応分の国からの補助金により、
3億1,033万4千円の黒字となりました。その結果、実質収支
は、前年度の3億59万5千円の赤字から973万9千円の黒字で、
赤字解消となりました。

・保険料については、被保険者数の減少等により、前年度と
比較して8,405万2千円減少しており、また、新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響などにより、平成16年度から平成30年
度まで上がり続けてきた現年度収納率が、昨年度に引き続き
減少し、令和元年度91.92％から91.47％（▲0.45％）となり
ました。

・特別交付金（保険者努力支援分）については、保健事業、
ジェネリック医薬品利用促進事業及び保険料収納率の向上対
策等に積極的に取り組んだ結果、3,891万1千円を獲得できま
した。

・保険給付費については、1億2万円、繰上充用金が
3億5,498万1千円の減少となりました。

歳入 歳出 差引額 実質収支
単年度
収支

1,846,594

（136,902）

1,755,189
（132,570）

91,405
（4,332）

91,405
（4,332）

4,332
（3,215）

国民健康保険事業特別会計 後期高齢者医療事業特別会計

単位：千円

・令和２年度の単年度収支は、433万2千円の黒字となりました。
その結果、実質収支は、9,140万5千円の黒字となりました。

・保険料については、被保険者数の増加により、対前年度と比較
して1億105万3千円増加しました。
それに伴い、後期高齢者医療広域連合納付金（保険料分）につ
いては、9,765万8千円の増加となりました。

※括弧内の数値は対前年度 ※括弧内の数値は対前年度

門真市国民健康保険特別会計赤字解消計
画に基づき、累積赤字解消に取り組んで
きたことにより、平成18年度末時点で58
億5,451万円あった累積赤字の解消となり
ました。



（６）公営企業会計の特徴について
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水道事業会計 公共下水道事業会計

単位：千円

収益的収支

水道事業収益
（対前年度）

2,586,679
（▲76,716）

水道事業費用
（対前年度）

2,092,981
（▲75,978）

単年度収支
（対前年度）

493,698
（▲738）

資本的収支

資本的収入
（対前年度）

175,214
（▲25,348）

資本的支出
（対前年度）

961,118
（▲123,037）

単年度収支
（対前年度）

▲785,904
（▲97,689）

収益的収支

下水道事業収益
（対前年度）

3,781,134
（22,171）

下水道事業費用
（対前年度）

3,607,475
（▲56,343）

単年度収支
（対前年度）

173,659
（78,514）

資本的収支

資本的収入
（対前年度）

2,821,203
（62,905）

資本的支出
（対前年度）

5,142,961
（512,635）

単年度収支
（対前年度）

▲2,516,358(※)

（586,557）

（※）資本的収支の単年度収支については、繰越工事資金20,400千円及び
前年度未払に係る財源充当額174,200千円を除いております。

・令和２年度の単年度収支の内訳について、収益減少の主な
要因は、使用水量減少に伴う有収水量の減少及び水道料金
引き下げに伴う給水収益が減収となったことによるものです。

・費用減少の主な要因としては、配水量の減少による受水費の減
少によるものです。
その結果、当年度純利益は4億9,369万8千円となりました。

・資本的収支の概要としては、配水管の更新工事として
約2.3ｋｍの更新工事を実施し、その結果、市内配水管の
耐震化率は約22.8％となりました。

・令和２年度の単年度収支の内訳について、収益増加の主な
要因は、下水道使用料の引き上げに伴う下水道使用料収益
及び過年度の流域下水道関連負担金の精算還付額が増加と
なったことによるものです。

・費用減少の主な要因としては、支払利息の減少によるもので
す。その結果、当年度純利益は１億7,365万9千円となりまし
た。

・資本的収支の概要としては、公共下水道の整備工事として
約4.4ｋｍを布設し、その結果、市内の普及率は前年度より
0.5ポイント増の約95.8％となりました。
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経常収支比率

【経常収支比率】扶助費や人件費など経常的にかかる経費に対して、市税や交付税など経常的に入ってくる財源をどの位の割合で使っているかを
表すもので、財政の弾力性や硬直度を見る指標。
※経常収支比率が100％超えると、経常的な経費が経常的な収入で賄えていない状況。

【財政力指数】地方公共団体の財政力を示す指数。財政力指数が、1.00以下であれば、普通交付税が交付されることになります。

【類 似 団 体】人口規模と産業構造が類似する団体ごとにグループ分けしたもの。

用語解説

・地方公共団体では、財政状況を分かりやすく示すため、様々な財政指標を算定し、比較分析などを行います。
また、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するため、財政健全化指標（実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来
負担比率）を算定しており、各比率が基準を超えると、財政健全化計画などを策定し、早期に改善に取り組まなければなりません。
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令和２年度の経常収支比率は102.5％で前年度の101.9％に比べて0.6ポイ
ント悪化しました。主な要因は、法人市民税などの市税収入が減少したこ
とによるものです。
類似団体平均と比べると、生活保護費などの扶助費が高いことが挙げら

れます。
【参考 人口１人当たり生活保護費（R1年度決算）

門真市 85,517円 類似団体平均 25,789円】

特 徴

令和２年度の財政力指数は0.70で前年度の0.69から0.01ポイント
改善しました。
類似団体平均と比べると高い数値になっておりますが、普通交付

税に過度に依存しない財政運営に努める必要があります。

特 徴

（７－１）各指標について



（５－２）各指標の状況について
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（７－２）各指標について

年度
H28
2016

H29
2017

H30
2018

R1
2019

R２
2020

実質赤字比率 ― ― ― ― ―

早期健全化基準 11.95 11.96 11.96 11.95 11.95

財政再生基準 20.00 20.00 20.00 20.00 20.00

年度
H28
2016

H29
2017

H30
2018

R1
2019

R２
2020

連結実質赤字比率 ― ― ― ― ―

早期健全化基準 16.95 16.96 16.96 16.96 16.95

財政再生基準 20.00 20.00 20.00 20.00 20.00

実質赤字比率 連結実質赤字比率

令和２年度の実質収支は黒字であったため、実質赤字比率は
「－」となっております。

特 徴

令和２年度の全会計での実質収支合計額は黒字であったため、連結
実質赤字比率は「－」となっております。

特 徴

【 実 質 赤 字 比 率 】 一般会計の赤字の大きさを、標準財政規模に対する割合で表す指標

【連結実質赤字比率】全会計の赤字の大きさを、標準財政規模に対する割合で表す指標

【 標 準 財 政 規 模 】 市の標準的な状態で、毎年度見込まれる収入（市税・普通交付税・交付金・地方譲与税等）の規模

用語解説
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実質公債費比率
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令和２年度の実質公債費比率は4.3％で前年度の4.5％に比べて0.2
ポイント改善しました。
主な要因は、公共下水道事業の

公営企業会計適用により下水道事業
債に係る一般会計繰出金が減少した
ことや、過去の地方債の償還が終了
したこと等によるものです。

特 徴

令和２年度（2020年度）

早期健全化基準 25.00

財政再生基準 35.00

令和２年度の将来負担比率は35.9％で前年度の39.0％に比べて3.1
ポイント改善しました。
主な要因は、公共下水道事業の
公営企業会計適用により下水道事業
債に係る一般会計繰出金が減少した
こと等によるものです。

特 徴

令和２年度（2020年度）

早期健全化基準 350.0

財政再生基準 基準なし

【実質公債費比率】一般会計等が負担する市債の返済等を、標準財政規模に対する割合で表す指標

【将来負担比率】一般会計等が将来負担すべき負債を、標準財政規模に対する割合で表す指標

用語解説

（７－３）各指標について



（８）基金（貯金）について
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・基金とは、予期しない収入の減少や支出の増加などに備え、計画的な財政運営を行うために積み立てておく貯金のことです。
財源に余裕のある年度に積み立てておく必要があります。

基金残高
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令和２年度の全基金の残高は56億9400万円で、前年度の50億8,000万円に比べて６億1400万円増加しました。
その要因としては、ふるさと納税の一部や令和元年度実質収支を積み立てたためです。
市民1人あたりの残高については、類似団体平均を下回っており、災害等の不測の事態に備えるため、また、健全で持続可能な財政状況を継続

していくためにも、基金残高の確保に努める必要があります。

特 徴

【財政調整基金】災害等の不測の事態に備えて積み立てておくお金

【特定目的基金】教育の振興や公園の整備など特定の目的のために積み立てておくお金

【減 債 基 金】地方債の償還を計画的に行うために積み立てておくお金

用語解説



（９）市債（借金）について
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・市債とは、公共施設などを建設する際に、市が借り入れるお金（借金）のことです。市債が利用できる事業は、道路や公園
の整備、学校や公営住宅等の建設といった今後何十年にもわたって利用できるものに限られます。
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令和２年度の市債残高は521億5,500万円で前年度の512億900万円に比べて９億4,600万円増加しました。
その要因としては、リサイクルプラザ施設運転維持管理事業更新工事などに伴い新たに市債を発行したためです。
市民1人あたりの残高については、類似団体平均を下回っておりますが、引き続き、元利償還金の動向を見据えながら計画的な市債の発行に
努める必要があります。

特 徴

【臨時財政対策債】
・国から交付される地方交付税について、財源不足があった際に、その財源不足分について、代わりに地方公共団体が発行する市債（借金）。
臨時財政対策債の元利償還金（返済）については、後年度の地方交付税により措置されます。

用語解説



・健全化：将来負担比率が100分の100以上
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令和２（2020）年度末残高

17億4,781万2千円

目標額 41億7,165万円

健全化 13億9,055万円

（10）災害への対応と健全化について

・本市では「まちの成長」と「財政の健全化」の両立を目指し、「門真市健全な財政に関する条例」及び関係規則において、
災害等へ対応するための財政調整基金の目標額及び健全化の条件を規定しています。

・財政調整基金残高が目標額を大幅に下回っているため、引き続き「スマートBiz★かどま」を推進し、残高の確保に努める
必要があります。

負担

将来負担比率

・目標額：基金残高が標準財政規模の額の100分の15
・健全化：基金残高が標準財政規模の額の100分の5未満

※令和２年度標準財政規模 278億1,100万2千円

財政調整基金残高

令和２（2020）年度決算

35.9％

健全化 100.0％

【スマートBiz★かどま】
・持続可能な行財政運営の実現に向けて、
『「成長」と「健全化」が両立しうる財政基盤の構築』と『時代の変化と多様なニーズに対応しうる組織文化の確立』を
めざし、課題を洗い出すとともに、当面の取り組むべき内容を行財政改善アクションプラン及び門真市第６次総合計画に

おいてまとめたもの。
リンク先 https://www.city.kadoma.osaka.jp/shisei/gyosei/5334.html

用語解説



（11－１）行財政改善アクションプラン ～スマートBiz★かどま～
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・本市では、持続可能な行財政運営の実現に向けて、『「成長」と「健全化」が両立しうる財政基盤の構築』と『時代の変化と
多様なニーズに対応しうる組織文化の確立』を目指した、門真市行財政改善アクションプランを策定しております。

持続可能な行財政運営
～めざすべき姿～

スマートBiz★かどま

「成長」と「健全
化」

が両立しうる

財 政 基 盤
の 構 築

「時代の変化」と
「多様なニーズ」
に対応しうる

組 織 文 化
の 確 立

【目標】
〇当初予算における収支均衡予算の実現
〇恒常的に改善していく組織体制の確立

【計画期間】

平成30年度 令和元年度 令和２年度

【基本的な考え方】
〇さらなる歳出抑制と歳入確保の徹底

債権管理の強化、受益者負担の適正化など

〇事業の再編と財源の最適化
行政評価の再構築、事務事業の見直しなど

〇効率的・効果的な行財運営の追求
業務の最適化、業務手順の標準化など



（11－２）行財政改善アクションプラン 【効果額】
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・令和元年度における行財政改善アクションプランについて、令和２年度までの取組みで実施に至ったものは全72項目中
68項目となっており、令和２年度決算ベースでの効果額が10億4,610万円となっております。

効果額

平成30年度効果額 令和元年度効果額 令和２年度効果額

2億561万円 4億6019万円 10億4610万円

主な実施内容

項 目 名 内 容

市民幸福実感事業の見直し 事業廃止。第６次総合計画の改定時期に合わせて実施を予定。

カドマイスターを探せ！事業の見直し カドマイスター認定企業による展示会への合同出店及びPR冊子作成を終了。

長寿祝金等贈与事業の見直し 令和元年度をもって金婚祝金を廃止。

事務事業評価支援業務委託の見直し 決算附属書類において、事務事業評価を合わせて行うこととし、委託を廃止。

市民意識調査支援業務委託の見直し 事業廃止。第６次総合計画の改定時期に合わせて実施を予定。

ＦＭ放送業務委託の見直し
予算削減と放送時間の短縮を継続しながらも、新規スポンサーの獲得やそのた
めの新しい取組に関する検討をともに引き続き進めた。

事務事業評価支援業務委託の見直し
ファイルサーバの機器更新に伴うデータ移行の際に、ファイル基準表に基づい
たフォルダの構成となるようルール化。



２．中期的な財政収支見通しの状況について
【令和３（2021）年9月版】
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（注）今後の法改正などの状況により、収支見通しについては大きく変動する場合があります。



（１）中期的な財政収支の見通し（財政調整基金の繰入れ前・繰入れ後）
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R13
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単年度収支（繰入前） 169 ▲ 483 65 ▲ 307 ▲ 354 ▲ 72 ▲ 469 ▲ 752 ▲ 629 ▲ 371 ▲ 73 ▲ 761

実質収支（繰入前） 350 ▲ 132 ▲ 67 ▲ 375 ▲ 729 ▲ 801 ▲ 1,271 ▲ 2,023 ▲ 2,652 ▲ 3,023 ▲ 3,097 ▲ 3,857

実質収支（繰入後） 350 1 64 1 1 0 1 1 1 1 1 0
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中期的な財政収支見通しでは、現在予定している事業などの要因により、令和３（2021）年度以降、実質収支の不足（赤字）が生じ
ることから、財政調整基金の取り崩しが必要となる。
財政調整基金については、ふるさと納税に依存した積み立てとなっていることから、ふるさと納税額が減少するようなことがあれば

基金が枯渇する可能性がある。
このため、地方税財政制度の動向を注視し、国費、府費等を積極的に活用するとともに、事業費の見直しや平準化を図ることで、

継続的に収支均衡の予算編成に取り組み、持続可能な行財政運営に努めなければならない。

・単年度収支（棒グラフ）

・実質収支（折線グラフ）

（百万円）

※繰入前とは、令和３年度以降、赤字補てんのための財政調整基金の取り崩しを見込んでいない。
※繰入後とは、令和３年度以降、赤字補てんのための財政調整基金の取り崩しを見込む。

繰入後

繰入前



（２）基金残高推移の見通し（年度末現在高）
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財政調整基金

減債基金

特定目的基金

（億円）

目標額
財政調整基金残高

約41.7億円

健全化の条件
財政調整基金残高

約13.9億円

門真市健全な財政
に関する条例

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までは、ふるさと納税の影響により財政調整基金が増額するが、令和８（2026）年
度以降は、一般会計の財源不足に対応するために財政調整基金等を取り崩すことから残高が減少する見込み。
令和13（2031）年度の見込みにおいて、財政調整基金の残高が約13億3千万円となり、門真市健全な財政に関する条例に規定す

る、健全化の条件を下回ることとなる。
令和4（2022）年度以降の予算編成では、基金以外での財源対策を行えるよう、地方税財政制度の動向を注視しつつこれまで以上

に積極的に国費、府費等の特定財源の確保や未利用地の売却等の歳入確保策を講じるとともに、行政運営の効率化に努め、より一層
の歳出の合理化を図らなければならない。

（3.0）

（0.2）

（5.8） （8.6） （11.4） （14.2）
（17.0）

（19.8）
（16.9） （16.0）

（18.1）

（13.3）

※括弧内の数値は財政調整基金のうち、令和２年度以降にふるさと納税から積み立てた金額

ふるさと納税分



（参考１）義務的経費の見通し
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R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

R12
(2030)

R13
(2031)

義務的経費総額 32,518 32,909 33,088 33,879 34,290 34,731 35,351 36,202 37,371 37,841 38,598 39,407

27,000

30,000

33,000

36,000

39,000

42,000

人件費は、職員退職手当の増加などにより増加する見込み。
扶助費は、子ども・子育て支援関係経費及び高齢化の進展に伴う介護・高齢者関係経費の自然増などにより増加する見込み。
公債費は、建設事業に係る地方債の新規発行により増加する見込み。
これらの影響により、義務的経費総額では令和２（2020）年度から令和13（2031）年度にかけて約69億円増加する見込み。

（百万円）

325億円

394億円



（参考２）公債費の見通し
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4（予測） 5（予測） 6（予測） 7（予測） 8（予測） 9（予測） 10（予測） 11（予測） 1２（予測） 13（予測）

臨時財政対策債分（R3以降発行分） 1 2 3 126 249 372 494 617 740 863

学校関係 1 2 6 41 78 136 199 296 402 488

一廃・ごみ処理関係 1 3 16 33 44 185 320 319 319 318

道路・用排水・公園等 1 9 17 27 72 117 145 212 295 354

住市総・都市再生整備 7 22 34 72 139 189 217 237 253 269

公営住宅関係 92 115 217 258 292 367 452 529 871 582

その他 2 7 13 40 76 130 225 259 293 327

R２以前発行+借換債等 3,910 3,942 3,899 3,713 3,516 3,197 2,927 2,650 1,973 1,956

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

4,015
4,104 4,206 4,311

4,465
4,693

4,979
5,120 5,145 5,157

公債費は、これまでの建設事業等に係る償還金が減少していく一方で、新たな建設事業に伴う地方債の新規発行により、総額
では令和４（2022）年度から令和13（2031）年度にかけて約11億円増加する見込み。

（百万円） 40.2億円

51.6億円



事業名 事業内容
Ｒ２

(2020)
Ｒ３

(2021)
Ｒ４

(2022)
Ｒ５

(2023)
Ｒ６

(2024)
Ｒ７

(2025)
Ｒ８

(2026)
Ｒ９

(2027)
Ｒ10

(2028)
Ｒ11

(2029)
Ｒ12

(2030)
Ｒ13

(2031)

住宅市街地総合
整 備
事 業

幸福町・垣内町地区などお
ける密集市街地の解消を図
り、災害に強いまちづくり
を実現する。

新橋市営住宅Ⅰ期
再 整 備 事 業

地震等により倒壊の恐れが
ある市営住宅について、入
居者の安全確保のため再整
備を行う。

学 校 適 正
配 置 推 進
事 業

より良い教育環境の整備・
充実を目指し、学校の統
合・校区再編を含めた新た
な学校づくりを行う。

大阪モノレール門
真市駅・（仮称）
門真南駅間新駅
設 置 事 業

門真市駅から（仮称）門真
南駅の間に新たに駅を設置
することにより、交通利便
性 の 向 上 な ど を 行 う 。

府 営 住 宅
移 管 事 業

府営住宅の移管を順次受け、
市営住宅として管理・運営
する。

（ 仮 称 ）
市 立 生 涯
学 習 複 合
施 設 建 設
事 業

図書館機能と文化会館機能
等を併せ持つ「（仮称）市
立生涯学習複合施設」を建
設する。

ご み 処 理
施設長寿命化事業

ごみ処理施設の長寿命化工
事を実施する。

（参考３）主な建設事業（令和２年度以降）
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総事業費 約１４４億円

総事業費 約１５７億円

総事業費
約２４億円

総事業費

約４７億円

総事業費 約１２５億円

総事業費 約８３億円

総事業費 約７８億円
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＜国民健康保険事業特別会計の健全化への対応＞ 単位：百万円

平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

平成29年度
(2017年度)

平成30年度
(2018年度)

令和元年度
(2019年度)

令和２年度
(2020年度)

令和３年度
(2021年度)

計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

国保単年度収支 320 320 320 363 405 448 491 533

国 保 実 質 収 支 ▲2,880 ▲2,560 ▲2,240 ▲1,877 ▲1,472 ▲1,024 ▲533 0

一般会計繰出金
536

（233）
510

（212）
487

（195）
345

（195）
297

（195）
270

（195）
258

（195）
242

（195）

平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

平成29年度
(2017年度)

平成30年度
(2018年度)

令和元年度
(2019年度)

令和２年度
(2020年度)

令和３年度
(2021年度)

決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算見込 予測

国保単年度収支 411 441 512 471 107 355 311 ▲10

国 保 実 質 収 支 ▲2,187 ▲1,747 ▲1,234 ▲763 ▲656 ▲301 10 0

一般会計繰出金
450

（246）
407

（250）
335

（197）
358

（235）
285

（196）
270

（195）
0

（0）
0

（0）

※ （ ）は累積赤字補填分

（３）国民健康保険事業特別会計の見通し



（４）各会計の見通し

R2

(2020)

R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

R6

(2024)

R7

(2025)

R8

(2026)

R9

(2027)

R10

(2028)

R11

(2029)

R12

(2030)

R13

(2031)

普通会計 350 1 64 1 1 0 1 1 1 1 1 0

国民健康保険事業会計 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公共下水道事業会計 191 168 614 584 532 431 252 28 ▲ 211 ▲ 523 ▲ 858 ▲ 1,190

水道事業会計 3,761 2,502 2,094 1,669 1,455 1,331 1,329 1,179 967 904 759 713

連結収支額 4,316 2,671 2,772 2,254 1,988 1,762 1,582 1,208 757 382 ▲ 98 ▲ 477

▲ 5,000

▲ 4,000

▲ 3,000

▲ 2,000

▲ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
（百万円）

収
支
プ
ラ
ス

収
支
マ
イ
ナ
ス
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※ 水道事業会計及び公共下水道事業会計は、資金余剰額（流動資産－流動負債）となっています。

普通会計では、基金を繰り入れることにより実質収支は赤字にならない見込み。
国民健康保険事業特別会計では、令和２（2020）年度で赤字が解消され、その後も赤字にならない見込み。
連結収支額については、令和12（2030）年度より赤字となる見込みであることから、各会計において引き続き、
より一層持続可能で効率的な行財政運営を行う必要がある。

※ 連結収支額については、上記以外に後期高齢者医療事業特別会計も含んでいます。



（５）健全化４指標の推移

R2

(2020)

R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

R6

(2024)

R7

(2025)

R8

(2026)

R9

(2027)

R10

(2028)

R11

(2029)

R12

(2030)

R13

(2031)

実質赤字比率 - - - - - - - - - - - -

連結実質赤字比率 - - - - - - - - - - 0.02 1.30

実質公債費比率 4.3 5.0 5.7 6.2 5.8 5.8 6.2 6.7 7.4 7.9 8.0 9.4

将来負担比率 35.9 55.1 43.6 34.1 36.9 26.5 28.6 35.7 38.2 38.5 43.1 46.7

▲ 10

10

30

50

70

健全化判断比率（％）
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令和12（2030）年度より連結収支額が赤字となる見込みであるため、連結実質赤字比率が算定される。
「早期健全化基準」や「財政再生基準」を超えることのないよう、健全で持続可能な財政運営に努める必要がある。



住民の皆さまへ
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住民の皆さまには、市税、各種保険料、各
種利用料を納付期限内に納めていただきま
すよう、ご協力よろしくお願いします。


